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山口県地域防災計画（震災対策編）新旧対照表 
現 行 修 正 案 備 考 

第１編 総則 
 第１章 計画の方針 

第４節 防災関係機関の処理すべき業務の大綱及び県民・事業所のとるべき措置 

１ 県（１－１－４） 

機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

環境生活部 

１  生活関連物資等の需給状況及び価格動向の把握に関すること。 

２  飲料水の確保に関すること。 

３  災害廃棄物等の処理に関すること。 

４  被災地における食品衛生、生活衛生に関すること。 

５  応急対策実施に関連して発生する特定粉じん（アスベスト）、特定物質、騒音 ・振動

等による公害防止対策に関すること。 

６ 県民活動（ボランティア活動、ＮＰＯ活動等）に関すること。 

７ 女性の視点を踏まえた防災対策の推進に関すること。 

８ （新設） 

健康福祉部        

１  災害救助実施関係課との連絡調整に関すること。 

２  災害救助法の適用に関すること。 

３  義援金品の受入れ・配分に関すること。 

４  日赤救護班等救助活動に関係する防災関係機関との連絡に関すること。 

５  市町の救助事務の指導、支援及び連絡調整に関すること。 

６  社会福祉施設の応急復旧に関すること。 

７  災害救助基金に関すること。（生活必要品等の備蓄を含む。） 

８  医療施設の保全に関すること。 

９  医療、助産及び救護に関すること。 

10  医療救護班（災害派遣医療チーム(DMAT)、JMATやまぐちを含む）の確保措置に関する

こと。 

11  県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会への医療救護の実施要請に関する

こと。 

12  健康管理に関すること。 

（略） 

 

土木建築部 

 

１  公共土木施設（国土交通省所管）の被害状況の取りまとめに関すること。 

２  河川、海岸保全、砂防、地すべり防止、急傾斜地崩壊防止施設の整備及び災害 

  防止対策に関すること。 

３  港湾、空港施設の整備及び災害防止対策に関すること。 

４  道路、橋梁、公園、下水道施設等の整備及び災害防止対策に関すること。 

５  被災公共土木施設の応急復旧に関すること。 

６  被災者への公営住宅等の提供及び必要な措置に関すること。 

７  応急仮設住宅の建設に関すること。 

８  被災者が行う住宅建設、修理等のための災害復興住宅融資に関すること。 

９  公営住宅の被災状況調査及び応急復旧に関すること。 

10  宅地開発に伴う防災に関すること。 

11  警察と連携した緊急輸送道路の確保に関すること。 

12  応急復旧に必要な資機材の調達、確保並びに建設業者等の連絡調整に関すること。                                    

13  避難所、防災拠点施設の耐震診断に関すること。 

14  地震被災建築物応急危険度判定士（建築士によるボランティア）及び被災宅地 

 危険度判定士の養成、登録及び派遣に関すること。 

 

 

 

 

第１編 総則 
 第１章 計画の方針 

第４節 防災関係機関の処理すべき業務の大綱及び県民・事業所のとるべき措置 

１ 県（１－１－４）  

機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

環境生活部 

１  生活関連物資等の需給状況及び価格動向の把握に関すること。 

２  飲料水の確保に関すること（民間企業等を通じた流通備蓄の確保を除く。）。 

３  市町等の水道施設に係る被害状況調査の取りまとめ、応急復旧に関すること。 

４  災害廃棄物等の処理に関すること。 

５  被災地における食品衛生、生活衛生に関すること。 

６ 応急対策実施に関連して発生する特定粉じん（アスベスト）、特定物質、騒音・振動等

による公害防止対策に関すること。 

７ 県民活動（ボランティア活動、ＮＰＯ活動等）に関すること。 

８ 女性の視点を踏まえた防災対策の推進に関すること。 

健康福祉部        

１  災害救助実施関係課との連絡調整に関すること。 

２  災害救助法の適用に関すること。 

３  義援金品の受入れ・配分に関すること。 

４  日赤救護班等救助活動に関係する防災関係機関との連絡に関すること。 

５  市町の救助事務の指導、支援及び連絡調整に関すること。 

６  社会福祉施設の応急復旧に関すること。 

７  災害救助基金に関すること。 

８  医療施設の保全に関すること。 

９  医療、助産及び救護に関すること。 

10  医療救護班（災害派遣医療チーム(DMAT)、JMATやまぐちを含む）の確保措置に関する

こと。 

11  県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会への医療救護の実施要請に関する

こと。 

12  健康管理に関すること。 

（略） 

 

土木建築部 

 

１  公共土木施設（国土交通省所管）の被害状況の取りまとめに関すること。 

２  河川、海岸保全、砂防、地すべり防止、急傾斜地崩壊防止施設の整備及び災害 

  防止対策に関すること。 

３  港湾、空港施設の整備及び災害防止対策に関すること。 

４  道路、橋梁、公園、下水道施設等の整備及び災害防止対策に関すること。 

５  被災公共土木施設の応急復旧に関すること。 

６  被災者への公営住宅等の提供及び必要な措置に関すること。 

７  応急仮設住宅の建設に関すること。 

８  被災者が行う住宅建設、修理等のための災害復興住宅融資に関すること。 

９  公営住宅の被災状況調査及び応急復旧に関すること。 

10  盛土等及び宅地開発に伴う防災に関すること。 

11  警察と連携した緊急輸送道路の確保に関すること。 

12  応急復旧に必要な資機材の調達、確保並びに建設業者等の連絡調整に関すること。                                    

13  避難所、防災拠点施設の耐震診断に関すること。 

14  地震被災建築物応急危険度判定士（建築士によるボランティア）及び被災宅地 

 危険度判定士の養成、登録及び派遣に関すること。 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第２編 災害予防計画 
 第１章 防災思想の普及啓発 

  第１節 自主防災思想の普及啓発 

   第１項 県（２－１－３） 

    ４ 県民に対する普及啓発 

     (1) 家庭での予防・安全対策 

     カ 消火器の普及 

 

 

  第２節 防災知識の普及啓発 

   第１項 県（２－１－３） 

   ４ 県民に対する普及啓発 

     避難情報発令時、特別警報・警報・注意報発表時及び発災時に、県民が的確な判断に基づき行動できるよう、災 

害についての正しい知識や防災対応について、イベントの開催、県・市町広報紙、パンフレット、ポスター、ダイ 

レクトメール、インターネット及び報道媒体を活用し、市町と協力して次のようなことを普及啓発する。 

なお、普及啓発に当たっては、防災週間、防災とボランティア週間、水防月間、土砂災害防止月間等を通じるほ 

か、防災の日を設定し重点的な取り組みを行うとともに、ビデオ、疑似体験装置等の活用も図る。 

 

第２章 防災活動の促進 

 第１節 消防団・水防団の育成強化 

  第１項 県（２－２－２） 

  消防団は地域における消防防災活動の中核として重要な役割を果たしており、発災時における初期対策等消防防災活 

動に大きな期待が寄せられていることから、消防団の活性化を推進し、その育成を図っていく必要がある。 

   このため、市町が行う消防団の活性化等その育成強化について指導・支援に努める。 

   また、消防防災活動の技術習得について、教育訓練を実施する。 

 

  

 

  第２項 市町（２－２－２） 

   １ 消防団の育成強化 

     (1) 消防団の活性化等その育成強化については市町が行う。 

     (2) 消防団活性化総合計画を全市町において策定する。 

      (3) 団員の確保のため、青年層、女性層を対象に、消防団への参加を促進するとともに、地域内事業所との連携に 

努める。 

   (4) 消防団の施設、装備の充実を推進する。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 災害予防計画 
 第１章 防災思想の普及啓発 

  第１節 自主防災思想の普及啓発 

   第１項 県（２－１－３） 

    ４ 県民に対する普及啓発 

     (1) 家庭での予防・安全対策 

      カ 消火器、感震ブレーカーの普及 

 

 

第２節 防災知識の普及啓発 

   第１項 県（２－１－３） 

   ４ 県民に対する普及啓発 

     避難情報発令時、特別警報・警報・注意報発表時及び発災時に、県民が的確な判断に基づき行動できるよう、災 

害についての正しい知識や防災対応について、イベントの開催、県・市町広報紙、パンフレット、ポスター、ダイ 

レクトメール、インターネット及び報道媒体を活用し、市町と協力して次のようなことを普及啓発する。 

なお、普及啓発に当たっては、防災週間、津波防災の日、防災とボランティア週間、水防月間、土砂災害防止月間 

等を通じるほか、映像、動画及び疑似体験装置等の活用も図る。 

 

第２章 防災活動の促進 

 第１節 消防団・水防団の育成強化 

  第１項 県（２－２－２） 

   消防団・水防団は地域における消防防災活動の中核として重要な役割を果たしており、発災時における 初期対策等 

消防防災活動に大きな期待が寄せられていることから、消防団・水防団の活性化を推進し、その育成を図っていく必要 

がある。 

   このため、市町が行う消防団・水防団の活性化等その育成強化について指導・支援し、消防団員がやりがいを持って活 

動できる環境づくりに努める。 

    また、消防防災活動の技術習得について、教育訓練を実施する。 

 

  第２項 市町（２－２－２） 

   １ 消防団の育成強化 

     (1) 消防団の活性化等その育成強化については市町が行う。 

     (2) 消防団活性化総合計画を全市町において策定する。 

      (3) 団員の確保のため、青年層、女性層を対象に、消防団への参加を促進するとともに、地域内事業所との連携に 

努める。 

   (4) 大規模災害等に備えた消防団の車両・資機材・拠点施設の充実を推進する。 
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現 行 修 正 案 備 考 

第６章 土砂・地盤災害の予防 

第２節 地盤災害の予防 

第２項 造成地の予防対策（２－６－３） 

 造成地に発生する災害の防止については、開発許可及び建築確認等の審査並びに当該工事の施工に対する指導、監督 

を通じて行う。 

 また、造成後は巡視等により違法開発行為の取締り、梅雨期や台風期前の巡視強化及び注意の呼びかけを行うなどし 

て、災害の防除に努める。 

      

 

 第８章 災害応急体制の整備 

  第１節 職員の体制 

    第１項 県（２－８－３） 

     １ 配備体制 

      (1) 災害対策本部未設置 

       表中 南海トラフ地震臨時情報の発表 

 

  第２節 防災関係機関相互の連携体制 

   第３項 応援機関の活動体制の整備（２－８－６） 

    １ 県及び市町は、近隣市町（消防本部）、隣接県等からの応援の受入窓口、指揮命令系統等に必要な体制をあらか 

じめ整備しておくものとする。 

    ２ 市町は、救援活動において重要となる臨時ヘリポート等の確保に努めるものとする。 

 ３ 県は、応援機関の円滑な活動を支援するため、資機材、防災機関が活用する共通地図等の整備に努めるものとする。 

 

  

 

   第３節 自衛隊との連携体制 

第１項 県 （２－８－７） 

部隊名 電話番号 

陸上自衛隊第１７普通科連隊                083-922-2281 

県庁内線        5184 

防災無線(衛星系) 035-217 

陸上自衛隊第１３旅団                082-822-3101 

防災無線(衛星系) 034-101-941-157 

（略） 

海上自衛隊呉地方総監部                 0823-22-5511 

防災無線(衛星系) 034-101-89-158 

 

第４節 海上保安部（署）との連携体制（２－８－８） 

 広島海上保安部  082-253-3111  082-251-4999 防災無線（衛星系） 034-101-99-159 

 

  第９章 避難予防対策 

   第２節 県のとるべき措置（２－９－６） 

    ２ 大規模災害時に市町域を越えて避難する住民のための避難所（広域避難所）を確保するため、県立学校等の県有施

設を県があらかじめ選定するとともに、各施設において円滑な運営に向けた訓練等を行うよう努める。また、市町の

避難場所の相互利用について、調整指導を行う。 

 

 

第６章 土砂・地盤災害の予防 

第２節 地盤災害の予防 

第２項 造成地等の予防対策（２－６－３） 

 造成地等に発生する災害の防止については、開発許可及び建築確認等の審査並びに当該工事の施工に対する指導、監督 

を通じて行う。 

 

   

 

 

第８章 災害応急体制の整備 

  第１節 職員の体制 

    第１項 県（２－８－３） 

     １ 配備体制 

      (1) 災害対策本部未設置 

      表中 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒/巨大地震注意）の発表 

 

  第２節 防災関係機関相互の連携体制 

   第３項 応援機関の活動体制の整備（２－８－６） 

１ 県及び市町は、国や近隣市町（消防本部）、隣接県、他の地方公共団体等からの応援職員等を受け入れて情報共有 

や各種調整等を行うための受援体制、指揮命令系統等に必要な体制をあらかじめ整備しておくものとする。 

２ 市町は、救援活動において重要となる臨時ヘリポート等の確保に努めるものとする。 

３ 県は、応援機関の円滑な活動を支援するため、資機材、防災機関が活用する共通地図等の整備に努めるものとする。 

  また、応援職員等の宿泊場所の確保が困難となる場合も想定して、応援職員等に対して紹介できる、宿泊場所とし 

て活用可能な施設等のリスト化に努めるものとする。 

 

第３節 自衛隊との連携体制 

第１項 県 （２－８－７） 

部隊名 電話番号 

陸上自衛隊第１７普通科連隊                083-922-2281 

県庁内線        5184 

防災無線(衛星系) 8-035-217 

陸上自衛隊第１３旅団                082-822-3101 

防災無線(衛星系) 8-034-101-941-157 

（略） 

海上自衛隊呉地方総監部                 0823-22-5511 

防災無線(衛星系) 8-034-101-89-158 

 

第４節 海上保安部（署）との連携体制（２－８－８） 

広島海上保安部  082-253-3111  082-251-4999 防災無線（衛星系） 8-034-101-99-159 

 

第９章 避難予防対策 

   第２節 県のとるべき措置（２－９－６） 

   ２ 大規模災害時に市町域を越えて避難する住民のための避難所（広域避難所）を確保するため、県立学校等の県有施設 

を県があらかじめ選定するとともに、各施設において円滑な運営に向けた訓練等を行うよう努める。また、市町の避難 

場所の相互利用について、調整指導を行うとともに、必要に応じて被災者生活再建支援システムを活用して、広域調整 

を行う。 
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令和６年能登

半島地震を踏

まえた防災・

減災対策の強

化 
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現 行 修 正 案 備 考 

  第 10章 救助・救急、医療活動 

   第２節 医療活動 

    第１項 医療救護活動体制の確立（２－10－３） 

     ［医療救護活動体系図中］ 救護班（DMAT、JMATやまぐちを含む）派遣 

     １ 県 

      (3) 災害時にＤＭＡＴやＪＭＡＴやまぐち、日赤救護班、医療関係団体の医療チームの派遣要請を迅速に行えるよ 

う、平時から連絡窓口や要請手順等を定めておく。 

     （略） 

       (11)被災地で効率的な保健医療福祉活動が行えるよう、保健医療活動チーム、災害時健康危機管理支援チーム（Ｄ 

ＨＥＡＴ）等の派遣調整や情報連携等の保健医療福祉活動の総合調整を行う体制を構築する。また、被災都道府 

県等の求めに応じて県からＤＨＥＡＴの応援派遣ができるよう、人材の育成等に努める。 

(12)医師ができるだけ治療に専念できるよう、救急救命士等の消防職員等に対し、ＤＭＡＴに準じた災害医療に係 

る知識等の習得と連携活動システムを構築する。 

(13)迅速・的確な医療救護活動を行う体制を構築できるよう、訓練を実施する。 

(14)災害医療関係者が本県の災害医療対策を検討する場を設け、平時からの関係構築を推進する。 

(15)大規模・広域災害に対応するため、相互応援協定を締結している他都道府県との連携の強化に取り組む。 

(16)（新設） 

 

 

第 11章 火災予防対策 

第２節 初期消火（２－11－３） 

２ 震災時には、事業所の自衛消防隊についてもその活動が大きく期待されることから、自衛消防隊の育成を推進 

する。 

      消防防災年報……自主防災組織の現況 

           〃    ……幼年・少年・婦人防火クラブの現況 

            〃    ……事業所の自衛消防組織等の現況 

 

  第 12章 要配慮者対策 

   第２節 在宅要配慮者対策 

    第１項 支援体制の整備（２－12－３） 

     ６ （新設） 

 

 

 

   第５節 避難所対策（２－12－４） 

    ４ 災害時要配慮者に対する福祉支援を行う災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の運用にかかる体制の整備に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10章 救助・救急、医療活動 

   第２節 医療活動 

    第１項 医療救護活動体制の確立（２－10－３） 

［医療救護活動体系図中］ 救護班（DMAT、DPAT、JMATやまぐちを含む）派遣 

     １ 県 

      (3) 災害時にＤＭＡＴやＤＰＡＴ、ＪＭＡＴやまぐち、日赤救護班、医療関係団体の医療チームの派遣要請を迅速に 

行えるよう、平時から連絡窓口や要請手順等を定めておく。 

     （略） 

       (11)災害時に精神科医療の提供と精神保健活動を継続するために災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の体制を整備 

する。 

       (12)被災地で効率的な保健医療福祉活動が行えるよう、保健医療活動チーム、災害時健康危機管理支援チーム（Ｄ 

ＨＥＡＴ）等の派遣調整や情報連携等の保健医療福祉活動の総合調整を行う体制を構築する。また、被災都道府 

県等の求めに応じて県からＤＨＥＡＴの応援派遣ができるよう、人材の育成等に努める。 

(13)医師ができるだけ治療に専念できるよう、救急救命士等の消防職員等に対し、ＤＭＡＴに準じた災害医療に係 

る知識等の習得と連携活動システムを構築する。 

(14)迅速・的確な医療救護活動を行う体制を構築できるよう、訓練を実施する。 

(15)災害医療関係者が本県の災害医療対策を検討する場を設け、平時からの関係構築を推進する。 

(16)大規模・広域災害に対応するため、相互応援協定を締結している他都道府県との連携の強化に取り組む。 

 

第 11章 火災予防対策 

第２節 初期消火（２－11－３） 

２ 震災時には、事業所の自衛消防隊についてもその活動が大きく期待されることから、自衛消防隊の育成を推進 

する。 

      消防防災年報……自主防災組織の現況 

           〃    ……幼年・少年・女性防火クラブの現況 

            〃    ……事業所の自衛消防組織等の現況 

 

第 12章 要配慮者対策 

   第２節 在宅要配慮者対策 

    第１項 支援体制の整備（２－12－３） 

６ 県は、災害時に地域の実情に応じて災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者 

が連携して被災者に対するきめ細やかな支援を継続的に実施する取組）など被災者支援の取組を実施できるよう、市 

町の体制整備を支援する。 

 

   第５節 避難所対策（２－12－４） 

    ４ 県は、避難者の福祉ニーズの把握や支援の振り分けなど、避難所において福祉支援を行う災害派遣福祉チーム（ＤＷ 

ＡＴ）の運用にかかる体制の充実に努める。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

DPATの体制整

備について追

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更 

 

 

 

 

 

 

中央防災会議

防災基本計画

の修正 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案 備 考 

  第 15章 ボランティア活動の環境整備 

   第１節 ボランティアの位置付け 

    第２項 ボランティアの活動対象（２－15－２） 

区分 活動内容 

専門ボランティア ・  被災住宅等応急復旧（建築士、建築技術者等） 

・  建築物危険度判定（応急危険度判定士） 

・  土砂災害危険箇所の調査（斜面判定士等） 

・  医療看護（医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師等） 

・  福祉（手話通訳、介護等） 

・  無線（アマチュア無線技士） 

・  特殊車両操作（大型重機等） 

・  通訳（語学） 

・  災害救援（初期消火活動、救助活動、応急手当活動等及びその支援等） 

・  その他特殊な技術を要する者 

・ 災害復旧技術専門家派遣制度（災害復旧活動の支援・助言） 

 

 

 第 16章 施設、設備等の応急復旧体制（２－16－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２節 ライフライン施設の応急復旧体制（２－16－２） 

    第４項 電気事業者・送配電事業者 

第 15章 ボランティア活動の環境整備 

   第１節 ボランティアの位置付け 

    第２項 ボランティアの活動対象（２－15－２） 

区分 活動内容 

専門ボランティア ・  被災住宅等応急復旧（建築士、建築技術者等） 

・  建築物危険度判定（応急危険度判定士） 

・  土砂災害警戒区域等の調査（斜面判定士等） 

・  医療看護（医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師等） 

・  福祉（手話通訳、介護等） 

・  無線（アマチュア無線技士） 

・  特殊車両操作（大型重機等） 

・  通訳（語学） 

・  災害救援（初期消火活動、救助活動、応急手当活動等及びその支援等） 

・  その他特殊な技術を要する者 

・ 災害復旧技術専門家派遣制度（災害復旧活動の支援・助言） 

 

 

 第 16章 施設、設備等の応急復旧体制（２－16－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２節 ライフライン施設の応急復旧体制（２－16－２） 

    第４項 電気事業者・一般送配電事業者 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

公共施設 

水道事業者 

工業用水道事業者 

ガス事業者 

通信事業者 

ライフライン施設の応急復旧体制 

施

設

、

設

備

等

の

応

急

復

旧

体

制 

公共土木施設等 

電気事業者・送電事業者 

鉄道施設 

公共施設等の応急復旧体制 

下水道事業者 

公共施設 

水道事業者 

工業用水道事業者 

ガス事業者 

通信事業者 

ライフライン施設の応急復旧体制 

施

設

、

設

備

等

の

応

急

復

旧

体

制 

公共土木施設等 

電気事業者・一般送配電事業者 

鉄道施設 

公共施設等の応急復旧体制 

下水道事業者 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

第３編 災害応急対策計画 
 第１章 応急活動計画 

  第１節 県の活動体制 

   第２項 県本部の運営（３－１－５） 

    ２ 部 

     (3) 部局横断的チームの設置 

      イ 緊急支援物資対策チーム 

        災害救助部を中心に支援物資の調達・提供・輸送等に係る市町、知事会、協定事業者等との調整を実施する 

チームを設置する。 

 

    第４項 動員配備計画（３－１－６） 

     １ 配備体制 

      (1) 地震 

       ア 災害対策本部未設置 

         表中 南海トラフ地震臨時情報が発表された場合 

  

     ３ 職員の動員体制 

      (2) 動員系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 災害応急対策計画 
 第１章 応急活動計画 

  第１節 県の活動体制 

   第２項 県本部の運営（３－１－５） 

    ２ 部 

     (3) 部局横断的チームの設置 

      イ 緊急支援物資対策チーム 

        総務部を中心に支援物資の調達・提供・輸送等に係る市町、知事会、協定事業者等との調整を実施するチーム 

を設置する。 

 

   第４項 動員配備計画（３－１－６） 

    １ 配備体制 

      (1) 地震 

       ア 災害対策本部未設置 

        表中 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒/巨大地震注意）が発表された場合 

 

    ３ 職員の動員体制 

     (2) 動員系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務移管 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福 岡 管 区 気 象 台 

自主参集・

非常参集 

配 備 関 係 課 

職 員 

配    備 

地

震

体

感 

 

テ

レ

ビ

・

ラ

ジ

オ 携
帯
電
話
メ
ー
ル 

防 災 危 機 管 理 課 

当 直 員 （ 時 間 外 ） 県 警 本 部 

（警備課・一般当直） 

気 象 庁 消 防 庁 

下 関 地 方 気 象 台 
山 口 県 

通 信 衛 星 

職員参集システム 

携
帯
電
話
メ
ー
ル 

携
帯
電
話
メ
ー
ル 防災危機管理課 

消 防 保 安 課 

職員 

配 備 関 係 

機 関 職 員 

初 動 要 員 

その他の職員 

全国瞬時警報システム（J-Alert） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福 岡 管 区 気 象 台 

自主参集・

非常参集 

配 備 関 係 課 

職 員 

配    備 

地

震

体

感 

 

テ

レ

ビ

・

ラ

ジ

オ 携
帯
電
話
メ
ー
ル 

防 災 危 機 管 理 課 

当 直 員 （ 時 間 外 ） 警 察 本 部 

（警備課・総合当直） 

気 象 庁 消 防 庁 

下 関 地 方 気 象 台 
山 口 県 

通 信 衛 星 

職員参集システム 

携
帯
電
話
メ
ー
ル 

携
帯
電
話
メ
ー
ル 防災危機管理課 

消 防 保 安 課 

職員 

配 備 関 係 

機 関 職 員 

初 動 要 員 

その他の職員 

全国瞬時警報システム（J-Alert） 
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現 行 修 正 案 備 考 

  第５項 班の編成及び所掌事務（３－１－９） 

部 班 担当課 部の所掌事務 

環境生活 

対策部 

生活衛生 生活衛生課      10  被災地における食品衛生に関すること。              

11  遺体の埋葬及びこれに必要な措置に関すること。      

12  被災地における飲料水に関すること。   

13 被災地における動物愛護管理に関すること。 

14  その他被災地の生活衛生に関すること。 

 

 

 

廃棄物・ 

ﾘｻｲｸﾙ対策 

廃棄物・ 

 ﾘｻｲｸﾙ対策課 

 
15  災害廃棄物等の処理及び清掃に関すること。 

 
 
協 力 班     

 

 

人権対策室 

男 女 共 同 参 画 課      

自然保護課 

 
16  当該課（室）の災害対策関連事務の処理。 

17  部内の各班、他部の応援に関すること。 

18 （新設） 

（略） 

災害 

救助部 

救助総務 厚政課 １  部内各班、関係出先機関及び本部室班との連絡調整に関

すること。 

２  関係施設の被害状況のとりまとめ及び応急復旧に関する

こと。 

３  災害救助法の適用に関すること。 

４  災害救助に関する計画の総括及び活用に関すること。 

５  日赤救護班等、救助に関する防災関係機関との連絡調整

に関すること。 

６  義援金品の配分に関すること。 

７  市町の救助事務の指導、支援及び連絡調整に関すること。 

８  一般被災関係の被害状況のとりまとめに関すること。 

９  社会福祉施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

10  災害ボランティアの活動支援に関すること。 

11  災害救助基金に関すること。（生活必要品等の備蓄を含

む。） 

12  被災地における民生安定に関すること。     

13  保健医療福祉活動の総合調整に関すること。         

14 その他災害救助対策に関すること。 

医務 医療政策課 

医務保険課 

15  医療及び助産に関すること。 

16  医療機関との連絡等に関すること。 

17 医療救護班の出動要請その他医師会との連絡に関すること。 

18  医療救護の支援について国等との連絡調整に関すること。 

19  遺体の検案及びこれに必要な措置に関すること。 

20  医療ボランティアに関すること。 

21 ドクターヘリに関すること。 

 

健康管理 

・防疫 

 

 

健康増進課 

 

 

 

22  健康管理活動に関すること。 

23  健康管理班の出動要請に関すること。 

24  関係機関との連絡調整に関すること。 

25  防疫に関すること。 
薬    務 薬  務  課 26  医薬品、医療機器、衛生材料の確保、供給に関すること。 

  第５項 班の編成及び所掌事務（３－１－９） 

部 班 担当課 部の所掌事務 

環境生活 

対策部 

生活衛生 生活衛生課      10  被災地における食品衛生に関すること。              

11  遺体の埋葬及びこれに必要な措置に関すること。      

12  被災地における飲料水に関すること（民間企業等を通じ

た流通備蓄の確保を除く。）。 

13 市町等の水道施設に係る被害状況調査の取りまとめ及び

応急復旧に関すること。                

14 被災地における動物愛護管理に関すること。 

15  その他被災地の生活衛生に関すること。 

廃棄物・ 

ﾘｻｲｸﾙ対策 

廃棄物・ 

 ﾘｻｲｸﾙ対策課 

 
16  災害廃棄物等の処理及び清掃に関すること。 

 
 
協 力 班     

 

 

人権対策室 

男 女 共 同 参 画 課      

自然保護課 

 
17  当該課（室）の災害対策関連事務の処理。 

18  部内の各班、他部の応援に関すること。 

 

（略） 

災害 

救助部 

救助総務 厚政課 １  部内各班、関係出先機関及び本部室班との連絡調整に関

すること。 

２  関係施設の被害状況のとりまとめ及び応急復旧に関する

こと。 

３  災害救助法の適用に関すること。 

４  災害救助に関する計画の総括及び活用に関すること。 

５  日赤救護班等、救助に関する防災関係機関との連絡調整

に関すること。 

６  義援金品の配分に関すること。 

７  市町の救助事務の指導、支援及び連絡調整に関すること。 

８  一般被災関係の被害状況のとりまとめに関すること。 

９  社会福祉施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

10  災害ボランティアの活動支援に関すること。 

11  災害救助基金に関すること。 

12  被災地における民生安定に関すること。     

13  保健医療福祉活動の総合調整に関すること。         

14 その他災害救助対策に関すること。 

 

医務 医療政策課 

医務保険課 

15  医療及び助産に関すること。 

16  医療機関との連絡等に関すること。 

17 医療救護班の出動要請その他医師会との連絡に関すること。 

18 災害支援ナースの出動要請に関すること。 

19  医療救護の支援について国等との連絡調整に関すること。 

20  遺体の検案及びこれに必要な措置に関すること。 

21  医療ボランティアに関すること。 

22 ドクターヘリに関すること。 

健康管理 

・防疫 

 

 

健康増進課 

 

 

 

23  健康管理活動に関すること。 

24  健康管理班の出動要請に関すること。 

25  関係機関との連絡調整に関すること。 

26  防疫に関すること。 
薬    務 薬  務  課 27  医薬品、医療機器、衛生材料の確保、供給に関すること。 

 

 

 

 

山口県業務継

続計画との整

合性を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務移管 

 

 

 

 

 

 

医療法改正に

伴う追加 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

 

 

 

27  血液の確保に関すること。 

28  毒物、劇物の保安、応急対策に関すること。 

29 関係団体等との連絡調整に関すること。 
協 力 班     

 

 

 

長寿社会課 

こども政策課     

こども家庭課       

障害者支援課       

30  当該課の災害対策関連事務の処理。 

31 部内の各班、他部の応援に関すること。 

32 （新設） 

 

（略） 

農林水産 

対策部 

林    務 

 

 

 

 

 

森林企画課 

森林整備課 

 

 

 

 

22  農林水産事務所等との連絡調整に関すること。 

23  応急仮設住宅用木材並びに一般住宅復旧に必要な木材の 

確保に関すること。 

24  治山・林道施設等の被害状況の調査、応急復旧及び二次災 

害の防止に関すること。 

25  貯木災害の対策に関すること。 

 

水    産 

 

 

 

 

 

水産振興課 

 

 

 

 

 

26 農林水産事務所等との連絡等に関すること。 

27  水産関係施設等の被害状況の取りまとめ及び応急復旧に 

関すること。 

28  災害対策用船舶（取締船・調査船・漁船）の確保及び確保 

のあっせんに関すること。 

29  増養殖関係の応急技術対策に関すること。 

漁港漁村 漁港漁場整備課 30  漁港関係施設の被害状況調査及び応急復旧に関すること。 

31 救援物資の荷揚げ場所としての漁港施設の確保あっせんに

関すること。 

32 市町の漁港関係施設の応急復旧対策への支援に関すること。 

 

 

（略） 

土木建築 

 対策部 

砂防 砂防課 ５  公共土木施設（国土交通省水管理・国土保全局所管）及

び土砂災害による被害状況の取りまとめに関すること。 

６  砂防設備、地すべり防止施設及び急傾斜地崩壊防止施設

の被害状況調査及び応急復旧に関すること。 

 

（略） 

都市施設対策 都市計画課 14  市街地内の緊急路の確保に関すること。 

15  避難地、避難施設となった都市公園施設の安全対策に関

すること。 

16  都市公園、公共下水道等の都市施設に係る被害調査の取

りまとめ及び応急復旧に関すること。 

17  流域下水道施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

18 被災地の復興対策計画の策定に関すること。 

住宅 住宅課 19  被災者への公営住宅等の提供及び必要な措置に関すること。 

20  応急仮設住宅の建設に関すること。 

21  被災者が行う住宅建設、修理等のための災害復興住宅融

資に関すること。 

22  公営住宅の被害状況調査及び応急復旧に関すること。 

建築 建築指導課 23  宅地開発に伴う防災に関すること。 

24  県有被災建築物の復旧工事に関すること。 

25  地震被災建築物応急危険度判定士及び被災宅地危険度判

定士の養成、登録に関すること。 

 

 

 

 

28  血液の確保に関すること。 

29  毒物、劇物の保安、応急対策に関すること。 

30 関係団体等との連絡調整に関すること。 
協 力 班     

 

 

 

長寿社会課 

こども政策課     

こども家庭課       

障害者支援課       

31  当該課の災害対策関連事務の処理。 

32 部内の各班、他部の応援に関すること。 

 

（略） 

農林水産 

対策部 

林    務 

 

 

 

 

 

森林企画課 

森林整備課 

 

 

 

 

22  農林水産事務所等との連絡調整に関すること。 

23  応急仮設住宅用木材並びに一般住宅復旧に必要な木材の 

確保に関すること。 

24  治山・林道施設等の被害状況の調査、応急復旧及び二次災 

害の防止に関すること。 

25  貯木災害の対策に関すること。 

26 盛土等に伴う防災に関すること（特定盛土等規制区域） 

水    産 

 

 

 

 

 

水産振興課 

 

 

 

 

 

27 農林水産事務所等との連絡等に関すること。 

28  水産関係施設等の被害状況の取りまとめ及び応急復旧に 

関すること。 

29  災害対策用船舶（取締船・調査船・漁船）の確保及び確保 

のあっせんに関すること。 

30  増養殖関係の応急技術対策に関すること。 

漁港漁村 漁港漁場整備課 30  漁港関係施設及び水産庁所管の海岸に係る被害状況調査

及び応急復旧に関すること。 

31  救援物資の荷揚げ場所としての漁港施設の確保あっせん

に関すること。 

32  市町の漁港関係施設及び水産庁所管の海岸の応急復旧対

策への支援に関すること。 

（略） 

土木建築 

 対策部 

砂防 砂防課 ５  公共土木施設（国土交通省関係）の被害状況及び土砂災

害による被害状況の取りまとめに関すること。 

６  砂防設備、地すべり防止施設及び急傾斜地崩壊防止施設

並びに土砂災害の被害状況調査及び応急復旧並びに二次災

害の防止に関すること。 

（略） 

都市施設対策 都市計画課 14  避難地、避難施設となった都市公園施設の安全対策に関

すること。 

15  都市公園、公共下水道等の都市施設に係る被害調査の取

りまとめ及び応急復旧に関すること。 

16  流域下水道施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

17 被災地の復興対策計画の策定に関すること。 

住宅 住宅課 18  被災者への公営住宅等の提供及び必要な措置に関すること。 

19  応急仮設住宅の建設に関すること。 

20  被災者が行う住宅建設、修理等のための災害復興住宅融

資に関すること。 

21  公営住宅の被害状況調査及び応急復旧に関すること。 

建築 建築指導課 22  盛土等及び宅地開発に伴う防災に関すること。 

23  県有被災建築物の復旧工事に関すること。 

24  地震被災建築物応急危険度判定士及び被災宅地危険度判

定士の養成、登録に関すること。 

25  被災建築物及び被災宅地の危険度判定に係る判定支援本

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宅地造成及び

特定盛土等規

制法の施行に

伴う修正 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

表現の適正化 

 

山口県業務継

続計画との整

合性を図る 

 

山口県業務継

続計画との整

合性を図る 

 

 

 

 

 

 

 

宅地造成及び

特定盛土等規

制法の施行に

伴う修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

26  被災建築物及び被災宅地の危険度判定に係る判定支援本

部の設置及び被災した地方自治体への判定士の派遣に関す

ること。 

（略） 

文教対策部 学校総務 教育政策課 

学校運営・ 

施設整備室 

１  部内各班及び本部室班との連絡調整に関すること。 

２ 市町教育委員会との連絡調整に関すること。 

３  文教関係の被害状況の取りまとめに関すること。 

４  公立学校施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

５  避難地、避難施設となった学校施設の安全対策に関すること。 

６  その他応急文教対策に関すること。 

 

 

学校教育 教育情報化推進室 

教職員課      

義務教育課 

高校教育課 

特別支援教育推進室      

７  ICT機器等を活用した応急教育の実施に関すること。 

８  被災児童生徒に対する学用品の供与等援護措置に関する

こと。 

９  学校施設における避難者の救援活動への協力に関すること。 

 

   第５項 地方機関の所掌事務 

    ４ 地方機関の所掌事務（３－１－16） 

対策部・班 関係機関 所掌事務 

総務部 

総務班 

県民局 

長門土木建築事務所 

(1) 県本部、地域行政連絡協議会構成機関、市町との連絡調整に関すること。 

(2) 本庁への実施した災害応急対策及び収集した災害情報の伝達。 

(3) 総合庁舎の建物、付属施設設備等の被害状況の点検、応急復旧に関す 

ること。 

税務班 県税事務所 (4) 県税の減免措置に関すること。 

 

（略） 

災害救助部 

救助総務班 

 

 

 

 

 

 

健康福祉センター         

 

 

 

 

 

 

 

(1) 一般被災関係及び社会福祉施設の被害状況の調査報告に関するこ 

  と。 

(2) 現地における災害救助関係機関との連絡調整に関すること。 

(3) 災害救助法に基づく救助の実施に関すること。 

(4) 市町の救助業務の指導及び連絡調整に関すること。 

(5) 救援物資の現地配分、配送に関すること。 

(6) 現地における保健医療福祉活動の総合調整に関すること。 

(7) その他災害救助部長が指示する事務又は業務。 

(8) 庁舎の被害状況の調査報告に関すること。 

医  務  班 

 

 

 

 

健康福祉センター         

（環境保健所）         

 

 

 

(9) 医療施設に係る被害状況の調査報告に関すること。 

(10)被災者の救助、医療救護に関すること。 

(11)地区医師会、医療機関との連絡調整及び県本部との間の調整に関 

  すること。 

(12)医療に関して市町の指導及び応援に関すること。 

健康管理・ 

  防疫班 

健康福祉センター         

（環境保健所）         

(13)被災者の健康管理、保健相談に関すること。                   

(14)保健、防疫に関して市町の指導及び応援に関すること。       

 精神保健福祉 

    センター 

(15)健康福祉センター（環境保健所）が実施するメンタルヘルスケア 

  の支援に関すること。                                        

薬  務  班 健康福祉センター         (16)医薬品及び衛生器材の確保に関すること。 

部の設置及び被災した地方自治体への判定士の派遣に関す

ること。 

26 （削除） 

（略） 

文教対策部 学校総務 教育政策課 

学校運営・ 

施設整備室 

１  部内各班及び本部室班との連絡調整に関すること。 

２ 市町教育委員会との連絡調整に関すること。 

３  文教関係の被害状況の取りまとめに関すること。 

４  公立学校施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

５  避難地、避難施設となった学校施設の安全対策に関すること。 

６  被災児童生徒に対する学用品の供与等援護措置に関する

こと。 

７ その他応急文教対策に関すること。 

 学校教育 教育情報化推進室 

教職員課      

義務教育課 

高校教育課 

特別支援教育推進室      

８  ICT機器等を活用した応急教育の実施に関すること。 

９  学校施設における避難者の救援活動への協力に関すること。 

  

    第５項 地方機関の所掌事務 

     ４ 地方機関の所掌事務（３－１－16） 

対策部・班 関係機関 所掌事務 

総務部 

総務班 

県民局 

長門土木建築事務所 

(1) 県本部、地域行政連絡協議会構成機関、市町との連絡調整に関すること。 

(2) 本庁への実施した災害応急対策及び収集した災害情報の伝達。 

 

税務班 県税事務所 (3) 総合庁舎の建物、付属施設設備等の被害状況の点検、応急復旧に関す 

ること。 

(4) 県税の減免措置に関すること。 

（略） 

災害救助部 

救助総務班 

 

 

 

 

 

 

健康福祉センター         

 

 

 

 

 

 

 

(1) 一般被災関係及び社会福祉施設の被害状況の調査報告に関するこ 

  と。 

(2) 現地における災害救助関係機関との連絡調整に関すること。 

(3) 災害救助法に基づく救助の実施に関すること。 

(4) 市町の救助業務の指導及び連絡調整に関すること。 

(5) 現地における保健医療福祉活動の総合調整に関すること。 

(6) その他災害救助部長が指示する事務又は業務。 

(7) 庁舎の被害状況の調査報告に関すること。 

 

医  務  班 

 

 

 

 

健康福祉センター         

（環境保健所）         

 

 

 

(8) 医療施設に係る被害状況の調査報告に関すること。 

(9) 被災者の救助、医療救護に関すること。 

(10)地区医師会、医療機関との連絡調整及び県本部との間の調整に関 

  すること。 

(11)医療に関して市町の指導及び応援に関すること。 

健康管理・ 

  防疫班 

健康福祉センター         

（環境保健所）         

(12)被災者の健康管理、保健相談に関すること。                   

(13)保健、防疫に関して市町の指導及び応援に関すること。       

 精神保健福祉 

    センター 

(14)健康福祉センター（環境保健所）が実施するメンタルヘルスケア 

  の支援に関すること。                                        

薬  務  班 健康福祉センター         (15)医薬品及び衛生器材の確保に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口県業務継

続計画との整

合性を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口県業務継

続計画との整

合性を図る 

 

 

 

 

 

 

 

事務移管 
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現 行 修 正 案 備 考 

 （環境保健所）         (17)毒物、劇物等の保安対策の指導、応急対策に関すること。 

 

 

 

その他の出先機関 

 

(18)総務部のその他の出先機関が実施する業務に準じる。 

 

（略） 

農業振興班 

 

 

 

 

 

農林水産事務所 

下関農林事務所 

（ 農 業 部 ）         

農林総合技術センター 

（農業技術部） 

(3) 応急復旧に必要な農業生産資材の確保に関すること。 

(4) 技術対策等の指導に関すること。 

(5) 農作物関係被害状況調査に関すること。 

(6) 防災用主食の調達及び副食の確保に関すること。 

(7) 種子、種苗の確保、供給に関すること。 

(8) 農作物の病害虫防除等応急技術対策に関すること。 

（略） 

漁港漁場 

整備班 

農林水産事務所 

（ 水 産 部 ） 

下関水産振興局 

(28)漁港関係施設の被害状況の取りまとめ及び報告に関すること。 

(29)救援物資の荷揚げ場所としての漁港施設の確保、あっせんに関すること。 

(30)漁港関係施設の応急復旧、市町への技術指導、応援に関すること。  

 

                             

（略） 

砂防班 土木建築事務所 (4) 砂防設備、地すべり防止施設及び急傾斜地崩壊防止施設等土砂災害の

被害状況調査及び応急復旧並びに二次災害の防止に関すること。      

(5) 公共土木施設（国土交通省関係）の被害状況の取りまとめに関するこ

と。 

(6) 地すべり等防止法に基づく居住者への立退の指示等に関すること。                              

道路班 (7) 県管理道路の交通規制に関すること。 

(8) 緊急輸送道路の道路啓開に関すること。 

(9) 道路及び橋梁の被害調査及び応急復旧並びに二次災害の防止に関する

こと。 

(10)各道路管理者等（市町、国土交通省山口河川国道事務所、西日本高速

道路株式会社）との連絡調整に関すること。 

都市施設 

  対策班 

(11)市街地内の緊急路の道路啓開に関すること。 

(12)避難地、避難施設となった都市公園施設の安全対策に関すること。 

(13)都市公園等の都市施設に係る被害調査の取りまとめ及び応急復旧に関

すること。 

(14)関係市町との連絡調整に関すること。 

河川班 (15)河川、海岸等の被害調査及び応急復旧並びに二次災害の防止に関する

こと。 

(16)水防法に基づく居住者等への立退の指示等に関すること。 

(17)水防対策に関すること。 

ダム管理事務所 (18)ダム施設（堤体、付属機器設備等）の被害状況調査及び応急復旧並び

に二次災害防止に関すること。 

(19)ダム関係機関との連絡調整に関すること。 

港  湾  班 

 

 

 

港 務 所         

港湾管理事務所         

 

(20)港湾及び国土交通省港湾局所管の海岸の被害調査及び応急復旧並びに

二次災害防止に関すること。 

(21)海上輸送に係る救援物資等の荷揚げ場の確保措置に関する                             こと。 

(22)海上保安部との連絡調整に関すること。 

山口宇部空港 

     事務所 

 

 

 

(23)空港施設設備の安全点検、応急復旧に関すること。 

(24)空港利用者の避難誘導等安全対策に関すること。 

(25)本部（港湾班及び交通運輸対策班）との連絡調整に関すること。 

(26)航空機事故発生時の応急対策の実施（３編２２章に記述する航空機災

害対策）に関すること。 

 （環境保健所）         (16)毒物、劇物等の保安対策の指導、応急対策に関すること。 

 

 

 

その他の出先機関 

 

(17)総務部のその他の出先機関が実施する業務に準じる。 

(18) （削除） 

（略） 

農業振興班 

 

 

 

 

 

農林水産事務所 

下関農林事務所 

（ 農 業 部 ）         

農林総合技術センター  

（農林業技術部） 

(3) 応急復旧に必要な農業生産資材の確保に関すること。 

(4) 技術対策等の指導に関すること。 

(5) 農作物関係被害状況調査に関すること。 

(6) 防災用主食の調達及び副食の確保に関すること。 

(7) 種子、種苗の確保、供給に関すること。 

(8) 農作物の病害虫防除等応急技術対策に関すること。 

（略） 

漁港漁場 

整備班 

農林水産事務所 

（ 水 産 部 ） 

下関水産振興局 

(28)漁港関係施設及び水産庁所管の海岸に係る被害状況の取りまとめ及 

び報告に関すること。 

(29)救援物資の荷揚げ場所としての漁港施設の確保、あっせんに関すること。 

(30)漁港関係施設及び水産庁所管の海岸の応急復旧、市町への技術指導、

応援に関すること。                              

（略） 

砂防班 土木建築事務所 (4) 砂防設備、地すべり防止施設及び急傾斜地崩壊防止施設並びに土砂災

害の被害状況調査及び応急復旧並びに二次災害の防止に関すること。      

(5) 公共土木施設（国土交通省関係）の被害状況の取りまとめに関するこ

と。 

(6) 地すべり等防止法に基づく居住者への立退の指示等に関すること。                              

道路班 (7) 道路及び橋梁の被害調査及び応急復旧並びに二次災害の防止に関する

こと。 

(8) 県管理道路の交通規制に関すること。 

(9) 各道路管理者等（市町、国土交通省山口河川国道事務所、西日本高速

道路株式会社）との連絡調整に関すること。 

(10)緊急輸送道路の道路啓開に関すること。 

都市施設 

  対策班 

(11)避難地、避難施設となった都市公園施設の安全対策に関すること。 

(12)都市公園等の都市施設に係る被害調査の取りまとめ及び応急復旧に関

すること。 

(13)関係市町との連絡調整に関すること。 

河川班 (14)河川、海岸等の被害調査及び応急復旧並びに二次災害の防止に関する

こと。 

(15)水防法に基づく居住者等への立退の指示等に関すること。 

(16)水防対策に関すること。 

ダム管理事務所 (17)ダム施設（堤体、付属機器設備等）の被害状況調査及び応急復旧並び

に二次災害防止に関すること。 

(18)ダム関係機関との連絡調整に関すること。 

港  湾  班 

 

 

港 務 所         

港湾管理事務所         

 

(19)港湾及び国土交通省港湾局所管の海岸の被害調査及び応急復旧並びに

二次災害防止に関すること。 

(20)海上輸送に係る救援物資等の荷揚げ場の確保措置に関する                             こと。 

(21)海上保安部との連絡調整に関すること。 

 山口宇部空港 

     事務所 

 

 

(22)空港施設設備の安全点検、応急復旧に関すること。 

(23)空港利用者の避難誘導等安全対策に関すること。 

(24)本部（港湾班及び交通運輸対策班）との連絡調整に関すること。 

(25)航空機事故発生時の応急対策の実施（３編２２章に記述する航空機災

害対策）に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

表現の適正化 

 

 

表現の適正化 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口県業務継

続計画との整

合性を図る 
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現 行 修 正 案 備 考 

住宅班 土木建築事務所 (27)応急仮設住宅の建設に関すること。 

(28)被災者への公営住宅等のあっせんに関すること。 

(29)公営住宅の安全点検、被害調査及び応急復旧並びに二次災害防止 

に関すること。 

(30)被災者の住宅建設、修理のための災害復興住宅融資に関すること。 
(31)公営住宅の被害調査の取りまとめ、報告に関すること。 

(32)宅地開発に伴う防災応急措置に関すること。 

 その他の出先機関 (33)総務部のその他の出先機関が実施する業務に準じる。 

 

 

 

第２章 災害情報の収集・伝達計画 

第１節 災害情報計画 

 第１項 大津波警報・津波警報・津波注意報及び地震・津波情報に係る伝達（３－２－３） 

  １ 気象台からの伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 県における伝達系統図 

    図中 県警本部（警備課・一般当直） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅班 土木建築事務所 (26)応急仮設住宅の建設に関すること。 

(27)被災者への公営住宅等のあっせんに関すること。 

(28)公営住宅の安全点検、被害調査及び応急復旧並びに二次災害防止 

に関すること。 

(29)被災者の住宅建設、修理のための災害復興住宅融資に関すること。 
(30)公営住宅の被害調査の取りまとめ、報告に関すること。 

(31)宅地開発に伴う防災応急措置に関すること。 

 その他の出先機関 (32)総務部のその他の出先機関が実施する業務に準じる。 

(33)（削除） 

 

 

第２章 災害情報の収集・伝達計画 

第１節 災害情報計画 

 第１項 大津波警報・津波警報・津波注意報及び地震・津波情報に係る伝達（３－２－３） 

  １ 気象台からの伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 県における伝達系統図 

    図中 警察本部（警備課・総合当直） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案 備 考 

第２項 関係機関による措置事項（３－２－８） 

関係機関 措置内容 

気象台       

(緊急地震速報に

ついては気象庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 地震情報の種類とその内容 

地震情報

の種類 
発表基準 内容 

震源・震

度に関す

る情報 

・震度１以上 

・津波警報・注意報発表または若干の

海面変動が予想された時 

・緊急地震速報（警報）発表時 

地震の発生場所（震源）やその

規模（マグニチュード）、震度１

以上を観測した地点と観測し

た震度を発表。それに加えて、

震度３以上を観測した地域名

と市町村毎の観測した震度を

発表。 

震度５弱以上と考えられる地

域で、震度を入手していない地

点がある場合は、その市町村・

地点名を発表。 
 

 

 

 第３項 土砂災害警戒情報（気象業務法第 11条、災害対策基本法第 40条及び第 55条、土砂災害防止法第 27条）                                    

 （３－２－17） 

  ８ 土砂災害警戒情報の伝達 

   土砂災害警戒情報の連絡系統・情報提供は次の図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

  

 

第２項 関係機関による措置事項（３－２－８） 

関係機関 措置内容 

気象台       

(緊急地震速報に

ついては気象庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 地震情報の種類とその内容 

地震情報

の種類 
発表基準 内容 

震源・震

度情報 

・震度１以上 

・津波警報・注意報発表または若干の

海面変動が予想された時 

・緊急地震速報（警報）発表時 

地震の発生場所（震源）やその

規模（マグニチュード）、震度１

以上を観測した地点と観測し

た震度を発表。それに加えて、

震度３以上を観測した地域名

と市町村毎の観測した震度を

発表。 

震度５弱以上と考えられる地

域で、震度を入手していない地

点がある場合は、その市町村・

地点名を発表。 
 

 

 

 第３項 土砂災害警戒情報（気象業務法第 11条、災害対策基本法第 40条及び第 55条、土砂災害防止法第 27条）                                    

 （３－２－17） 

  ８ 土砂災害警戒情報の伝達 

   土砂災害警戒情報の連絡系統・情報提供は次の図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案 備 考 

第２節 災害情報収集・伝達計画 

    第１項 情報収集・伝達連絡系統（３－２－22） 

     ２ 防災関係機関等の措置 

区分 内容 

市町 ５ 直接即報 

回線別 平日(9:30～18:15) 

※応急対策室 

左 記 以 外 

※宿直室 
 

ＮＴＴ回線 

 

 

電話 

FAX 

 

０３－５２５３－７５２７ 

０３－５２５３－７５３７ 

 

０３－５２５３－７７７７ 

０３－５２５３－７５５３ 
 

防災無線（衛星系） 

 

電話 

FAX 

 

回線選択-048-500-90-49013 

回線選択-048-500-90-49033 

 

回線選択-048-500-90-49102 

回線選択-048-500-90-49036 
 

県 ４ 政府機関に対する報告 

(1) 報告先 

回線別 平日(9:30～18:15) 

※応急対策室 

左 記 以 外 

※宿直室 
 

ＮＴＴ回線 

 

 

電話 

FAX 

 

０３－５２５３－７５２７ 

０３－５２５３－７５３７ 

 

０３－５２５３－７７７７ 

０３－５２５３－７５５３ 
 
消防防災無線 

 

 
電話 

FAX 

 
７－２７－９０－４９０１３ 

７－２７－９０－４９０３３ 

 
７－２７－９０－４９０１２ 

７－２７－９０－４９０３６ 
 

防災無線（衛星系） 

 

電話 

FAX 

 

回線選択-048-500-90-49013 

回線選択-048-500-90-49033 

 

回線選択-048-500-90-49102 

回線選択-048-500-90-49036 
 

   

 

 第３節 通信運用計画 

    第１項 通信の確保（３－２－30） 

     ２ 通信の確保 

       県、市町及び防災関係機関は、情報連絡手段としてあらかじめ整備している専用無線通信の確保に努めるものと 

する。 

(1) 県 

 県は、災害情報の収集伝達のための中核施設として設置している防災行政無線網（地上系・衛星系）を確保し、 

重要情報の収集、伝達を優先的かつ迅速に行うため、次の措置をとる。 

 ア 回線統制 

   全回線又は任意の回線について、その発着信を統制する。 

 イ 割込み及び強制切断 

   任意の話中回線に、割込みを行うほか、その回線の強制切断を行う。 

 ウ 上記ア及びイの措置をる場合は、制限の内容その他必要事項について関係端末局の無線管理者（市町長、出先 

機関の長等）に事前に通知し、混乱を回避するものとする。 

 

 

 

 

 

 

第２節 災害情報収集・伝達計画 

    第１項 情報収集・伝達連絡系統（３－２－22） 

     ２ 防災関係機関等の措置 

区分 内容 

市町 ５ 直接即報 

回線別 平日(9:30～18:15) 

※応急対策室 

左 記 以 外 

※宿直室 
 

ＮＴＴ回線 

 

 

電話 

FAX 

 

０３－５２５３－７５２７ 

０３－５２５３－７５３７ 

 

０３－５２５３－７７７７ 

０３－５２５３－７５５３ 
 

防災無線（衛星系） 

 

電話 

FAX 

 

回線選択-048-500-90-49013 

回線選択-048-500-49033 

 

回線選択-048-500-90-49102 

回線選択-048-500-49036 
 

県 ４ 政府機関に対する報告 

(1) 報告先 

回線別 平日(9:30～18:15) 

※応急対策室 

左 記 以 外 

※宿直室 
 

ＮＴＴ回線 

 

 

電話 

FAX 

 

０３－５２５３－７５２７ 

０３－５２５３－７５３７ 

 

０３－５２５３－７７７７ 

０３－５２５３－７５５３ 
 
消防防災無線 

 

 
電話 

FAX 

 
７－２７－９０－４９０１３ 

７－２７－９０－４９０３３ 

 
７－２７－９０－４９０１２ 

７－２７－９０－４９０３６ 
 

防災無線（衛星系） 

 

電話 

FAX 

 

8-048-500-90-49013 

8-048-500-49033 

 

8-048-500-90-49102 

8-048-500-90-49036 
 

 

 

第３節 通信運用計画 

    第１項 通信の確保（３－２－30） 

     ２ 通信の確保 

       県、市町及び防災関係機関は、情報連絡手段としてあらかじめ整備している専用無線通信等の確保に努めるものと 

する。 

(1) 県 

 県は、災害情報の収集伝達のための中核施設として設置している防災行政無線網（地上系・衛星系）を確保し、 

重要情報の収集、伝達を優先的かつ迅速に行うため、次の措置をとる。 

 ア 県は、災害発生後直ちに情報通信手段の機能確認を行うとともに、支障が生じた施設の復旧を行うこととし、そ 

のための要員を直ちに現場に配置する。また、直ちに総務省に連絡するものとする。 

       イ (ｱ) 回線統制 

     全回線又は任意の回線について、その発着信を統制する。 

   (ｲ) 割込み及び強制切断 

       任意の話中回線に、割込みを行うほか、その回線の強制切断を行う。 

   (ｳ) 上記(ｱ)及び(ｲ)の措置を行う場合は、制限の内容その他必要事項について関係端末局の無線管理者（市町 

長、出先機関の長等）に事前に通知し、混乱を回避するものとする。 

     ウ 災害時において、通常の通信ができないとき又は困難なときは、衛星インターネット機器を使用して、通信の確 

保を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年能登

半島地震を踏

まえた防災・

減災対策の強

化 
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現 行 修 正 案 備 考 

  第３章 救助・救急、医療等活動計画 

   第２節 医療等活動計画 

    第２項 医療救護体制（３－３－５） 

     １ 医療救護活動 

      (2) 機関別活動内容 

       イ 県 

        (ｵ) 災害救助部長は、県の能力では十分でないと認められるときは、厚生労働省や、中国・四国・九州各県相 

互応援協定等の協定に基づき近隣県に、応援を要請するとともに、活動に必要な現地の体制を整備する。 

その際、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンは、県に対し適宜助言を行う。 

 (ｶ) 災害救助部長は、保健医療福祉活動の総合調整が困難となった場合は、厚生労働省に対し、全国の都道府 

県及び指定都市からのＤＨＥＡＴの応援派遣に関する調整を依頼する。 

    (ｷ) 必要に応じ、災対法第７１条、救助法第７条に基づき、医療救護に必要な者（医師、歯科医師、薬剤師、保 

健師、助産師及び看護師）に対し従事命令を発する。 

    (ｸ) 救助を行ううえで特に必要があると認める場合、救助法第９条に基づき、知事は病院、診療所の管理がで 

きることから、災害の状況、救助活動の状況等により、当該医療機関の代表者と協議する。 

    (ｹ) 医療機関へのライフラインの復旧、水の供給の確保が優先的に行われるよう関係者へ要請する。 

       (ｺ) （新設） 

(ｻ) （新設） 

 

 

    

 

 

    第５項 医薬品・医療資機材の補給（３－３－13） 

     ２ 血液製剤等の確保 

      (1) 各機関の対応 

       イ 山口県赤十字血液センター 

        (ｳ) 後方医療機関、救護所等への血液製剤の供給には、県（災害救助部）及び日本赤十字社山口県支部と密接な

連絡の下に行う。 

なお、原則として血液製剤の輸送は、山口県赤十字血液センターが行うが、陸送不可能な場合には、県警本 

部、自衛隊等に空輸や海上輸送の要請を行うなど、輸送体制の確保を図る。 

  

 第４章 避難計画 

   第２節 避難所の設置運営 

    第４項 広域一時滞在（３－４－７） 

     １ 市町において行う事項 

      (3) 県から被災者の受け入れを指示された市町は、直ちに、避難所を開設し、受け入れ体制を整備する。 

     

 ２ 県において行う事項 

      (1) 被災市町等から被災者の移送の要請があった場合は、県（災害救助部救助総務班）は、県及び市町相互間の応 

援協定に基づき他市町に、都道府県間の相互応援協定に基づき近隣県等へ照会するなどして被災者の移送先を決 

定する。また、被災市町の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、被災市町からの要請を待ついとま 

がないときは、市町の要請を待たないで広域一時滞在のための協議を行うものとする。 

        なお、市町及び県が被災により当該協議を行うことができない場合には、国が代わって行うものとする。 

      (2) 知事は、移送先が決定したら、直ちに、移送先の市町長に対して避難所の開設を指示要請し、被災者の受け入れ

体制を整備させる。 

第３章 救助・救急、医療等活動計画 

   第２節 医療等活動計画 

    第２項 医療救護体制（３－３－５） 

     １ 医療救護活動 

      (2) 機関別活動内容 

       イ 県 

        (ｵ) 災害救助部長は、必要と認めるときは、災害派遣精神医療チーム（以下「ＤＰＡＴ」という。）の出動を要請 

する。 

出動を要請する場合、災害救助部内にＤＰＡＴ県調整本部を設置し、必要に応じて活動拠点本部を設置する 

とともに、ＤＰＡＴの指揮・調整、精神保健医療に関する被災情報の収集、関係機関との連絡調整等を行う。 

   (ｶ) 災害救助部長は、県の能力では十分でないと認められるときは、厚生労働省や、中国・四国・九州各県相互応 

援協定等の協定に基づき近隣県に、応援を要請するとともに、活動に必要な現地の体制を整備する。 

その際、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンは、県に対し適宜助言を行う。 

        (ｷ) 災害救助部長は、県内ＤＰＡＴでの対応が困難な場合は、ＤＰＡＴ統括者の判断を踏まえ、厚生労働省、ＤＰ 

ＡＴ事務局又は他都道府県へＤＰＡＴの応援派遣を要請する。 

 (ｸ) 災害救助部長は、保健医療福祉活動の総合調整が困難となった場合は、厚生労働省に対し、全国の都道府県 

及び指定都市からのＤＨＥＡＴの応援派遣に関する調整を依頼する。 

    (ｹ) 必要に応じ、災対法第７１条、救助法第７条に基づき、医療救護に必要な者（医師、歯科医師、薬剤師、保 

健師、助産師及び看護師）に対し従事命令を発する。 

    (ｺ) 救助を行ううえで特に必要があると認める場合、救助法第９条に基づき、知事は病院、診療所の管理ができ 

ることから、災害の状況、救助活動の状況等により、当該医療機関の代表者と協議する。 

    (ｻ) 医療機関へのライフラインの復旧、水の供給の確保が優先的に行われるよう関係者へ要請する。 

 

第５項 医薬品・医療資機材の補給（３－３－13） 

     ２ 血液製剤等の確保 

      (1) 各機関の対応 

       イ 山口県赤十字血液センター 

        (ｳ) 後方医療機関、救護所等への血液製剤の供給には、県（災害救助部）及び日本赤十字社山口県支部と密接な連

絡の下に行う。 

なお、原則として血液製剤の輸送は、山口県赤十字血液センターが行うが、陸送不可能な場合には、警察本 

部、自衛隊等に空輸や海上輸送の要請を行うなど、輸送体制の確保を図る。 

 

第４章 避難計画 

   第２節 避難所の設置運営 

    第４項 広域一時滞在（３－４－７） 

     １ 市町において行う事項 

      (3) 県から被災者の受け入れを指示された市町は、直ちに、避難所を開設し、必要に応じて被災者生活再建支援システ

ムを活用して、受け入れ体制を整備する。 

２ 県において行う事項 

 (1) 被災市町等から被災者の移送の要請があった場合は、県（総務部本部室班）は、県及び市町相互間の応援協定に基 

づき他市町に、都道府県間の相互応援協定に基づき近隣県等へ照会するなどして被災者の移送先を決定する。また、 

被災市町の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、被災市町からの要請を待ついとまがないときは、市 

町の要請を待たないで広域一時滞在のための協議を行うものとする。 

   なお、市町及び県が被災により当該協議を行うことができない場合には、国が代わって行うものとする。 

      (2) 知事は、移送先が決定したら、直ちに、移送先の市町長に対して避難所の開設を指示要請し、必要に応じて被災者

生活再建支援システムを活用して、被災者の受け入れ体制を整備させる。 
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現 行 修 正 案 備 考 

  第５章 消防防災ヘリコプターによる災害応急対策 

   第４節 応援要請 

    ２ 要請方法（３－５－３） 

山口県消防防災航空センター 

運行責任者（所長） ④出勤可否決定 

 

 電  話  0836-37-6422 

 ＦＡＸ   0836-37-6423 

 防災無線           

   地上系  ２６５－＊－３ 

   （FAX）  ２６５ 

    衛星系  ０３５－２６４ 

 

③出勤、運航準備指示 

・航空消防活動指揮者と機長協議 

・天候判断、運行可否決定 

 

消防防災航空隊 運航委託会社 
 

 

  第６章 応援要請計画 

   第２節 自衛隊災害派遣要請計画 

    第２項 災害派遣要請の手続き（３－６－11） 

     ２ 要請手続 

      (3) 災害派遣連絡窓口一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

第７章 緊急輸送計画 

   第１節 緊急輸送ネットワークの整備 

    第４項 発災時における緊急輸送施設の確保（３－７－３） 

     ２ 県災害対策本部内に、災害救助部を中心とした「緊急支援物資対策チーム」を設置し、支援物資に係る対応を一元 

的に処理する。 

 

   第３節 輸送車両等の確保 

    第１項 輸送手段の確保措置（３－７－５） 

     ２ 輸送方法については、車両による輸送、列車による輸送、船舶による輸送、航空機による輸送、人力による輸送等 

が考えられるが、被災地の地理的条件、社会的条件、被災状況等を総合的に判断して最も効率的で適切な方法によ 

ることとする。 

(4) 他の輸送手段が確保できない場合、自衛隊に対し必要な要請を行うものとする。 

(5) （新設） 

 

 

区分 要請先 所在地 活動内容 

 

陸上自衛隊に 

対するもの 

 

 

第１７普通科連隊長          

 

 

第 １ ３ 旅 団 長          

中 部 方 面 総 監          

 

山口市上宇野令784    (083-922-2281) 

(県庁内線 5184)  

(防災無線(衛星系)035-217)  

広島県安芸郡海田町寿町2-1(082-822-3101) 

(防災無線(衛星系)034-101-941-157) 

伊丹市緑ｹ丘7-1-1   (0727-82-0001) 

 

車両・船艇・航空機・地上 

部隊による各種救助活動 

 

 

海上自衛隊に 

対するもの 

 

 

 

 

呉 地 方 総 監          

 

佐 世 保 地 方 総 監          

第３１航空群司令          

小月教育航空群司令          

下 関 基 地 隊 司 令          

 

呉市幸町8-1       (0823-22-5511) 

(防災無線(衛星系)034-101-89-158)  

佐世保市平瀬町       (0956-23-7111) 

岩国市三角町2丁目     (0827-22-3181) 

下関市松屋本町3-2-1  (083-282-1180) 

下関市永田本町4-8-1  (083-286-2323) 

 

艦艇又は航空機をもってす 

る人員、物資の輸送、状況 

偵察、応急給水等 

 

 

第５章 消防防災ヘリコプターによる災害応急対策 

   第４節 応援要請 

    ２ 要請方法（３－５－３） 

山口県消防防災航空センター 

運行責任者（所長） ④出勤可否決定 

 

 電  話  0836-37-6422 

 ＦＡＸ   0836-37-6423 

 防災無線           

   地上系  ２６５－＊－３ 

   （FAX）  ２６５ 

    衛星系  ８－０３５－２６４ 

 

③出勤、運航準備指示 

・航空消防活動指揮者と機長協議 

・天候判断、運行可否決定 

 

消防防災航空隊 運航委託会社 
 

 

第６章 応援要請計画 

   第２節 自衛隊災害派遣要請計画 

    第２項 災害派遣要請の手続き（３－６－11） 

     ２ 要請手続 

      (3) 災害派遣連絡窓口一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 緊急輸送計画 

   第１節 緊急輸送ネットワークの整備 

    第４項 発災時における緊急輸送施設の確保（３－７－３） 

     ２ 県災害対策本部内に、総務部を中心とした「緊急支援物資対策チーム」を設置し、支援物資に係る対応を一元的に処 

理する。 

 

   第３節 輸送車両等の確保 

    第１項 輸送手段の確保措置（３－７－５） 

     ２ 輸送方法については、車両による輸送、列車による輸送、船舶による輸送、航空機による輸送、人力による輸送等 

が考えられるが、被災地の地理的条件、社会的条件、被災状況等を総合的に判断して最も効率的で適切な方法によ 

ることとする。 

(4) 上記手段が確保できない場合、自衛隊に対し必要な要請を行うものとする。 

(5) 他の輸送手段による輸送が困難な場合等は、ドローンを活用した輸送を検討するものとする。 

 

 

区分 要請先 所在地 活動内容 

 

陸上自衛隊に 

対するもの 

 

 

第１７普通科連隊長          

 

 

第 １ ３ 旅 団 長          

中 部 方 面 総 監          

 

山口市上宇野令784    (083-922-2281) 

(県庁内線 5184)  

(防災無線(衛星系)8-035-217)  

広島県安芸郡海田町寿町2-1(082-822-3101) 

(防災無線(衛星系)8-034-101-941-157) 

伊丹市緑ｹ丘7-1-1   (0727-82-0001) 

 

車両・船艇・航空機・地上 

部隊による各種救助活動 

 

 

海上自衛隊に 

対するもの 

 

 

 

 

呉 地 方 総 監          

 

佐 世 保 地 方 総 監          

第３１航空群司令          

小月教育航空群司令          

下 関 基 地 隊 司 令          

 

呉市幸町8-1       (0823-22-5511) 

(防災無線(衛星系) 8-034-101-89-158)  

佐世保市平瀬町       (0956-23-7111) 

岩国市三角町2丁目     (0827-22-3181) 

下関市松屋本町3-2-1  (083-282-1180) 

下関市永田本町4-8-1  (083-286-2323) 

 

艦艇又は航空機をもってす 

る人員、物資の輸送、状況 

偵察、応急給水等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務移管 
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現 行 修 正 案 備 考 

    第２項 調達（３－７－６） 

     【県（各部）】 

      (3) 中国ＪＲバス株式会社（人員） 

  

 【指定公共機関・指定地方公共機関・公共的団体、関係業者等】 

 ５ 中国ＪＲバス株式会社 

  (1) 災害時、県又は市町から人員輸送の協力要請を受けたときは、「中国ＪＲバス株式会社災害時連絡系統図」によ 

る本社又は営業所で要請に応ずる。 

 

  第９章 食料・飲料水及び生活必需品等の供給計画 

   第１節 食料供給計画 

    第１項 食料の供給計画（３－９－２） 

      【市町・県（農業振興課・厚政課）・農林水産省】 

     １ 主食の供給 

     ＜災害救助法が適用された場合の災害救助用米穀の供給経路図＞ 

 

 県 災 害 対 策 本 部( 知 事)         

 

 
 

 

 

被災市町長       
 要請  

救助総務班 
 

 

 

 

  

   

 

 

 

  

   要請 農林水産省       

農 産 局 長 

 

 

 

 

                                       

                                       農業振興班 
 

 

  

 

 

 

 

 

被 災 地      

（集積地） 

 

           

           

   

                       

                     要請（緊急時）                          指示     

   

 

                                                      

受託事業体       

 
  

                                                    現品 

 

 

 

  【県（厚政課）】 

２ 副食等の供給 

 

  【県（厚政課・農業振興課・畜産振興課・水産振興課）】 

 ３ 食料の輸送 

 

第２項 炊き出し、その他の食品の給与 

  【市町・県（厚政課・農業振興課）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

    第２項 調達（３－７－６） 

     【県（各部）】 

      (3) ＪＲバス中国株式会社（人員） 

  

 【指定公共機関・指定地方公共機関・公共的団体、関係業者等】 

 ５ ＪＲバス中国株式会社 

  (1) 災害時、県又は市町から人員輸送の協力要請を受けたときは、「ＪＲバス中国株式会社災害時連絡系統図」によ 

る本社又は営業所で要請に応じる。 

 

第９章 食料・飲料水及び生活必需品等の供給計画 

   第１節 食料供給計画 

    第１項 食料の供給計画（３－９－２） 

      【市町・県（農業振興課・防災危機管理課）・農林水産省】 

     １ 主食の供給 

     ＜災害救助法が適用された場合の災害救助用米穀の供給経路図＞ 

 

 県 災 害 対 策 本 部( 知 事)         

 

 
 

 

 

被災市町長       
 要請  

総務部 

本部室班 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

  

   要請 農林水産省       

農 産 局 長 

 

 

 

 

                                       

                                       農業振興班 
 

 

  

 

 

 

 

 

被 災 地      

（集積地） 

 

           

           

   

                       

                     要請（緊急時）                          指示     

   

 

                                                      

受託事業体       

 
  

                                                    現品 

 

 

  【県（防災危機管理課）】 

２ 副食等の供給 

 

  【県（防災危機管理課・農業振興課・畜産振興課・水産振興課）】 

 ３ 食料の輸送 

 

第２項 炊き出し、その他の食品の給与 

  【市町・県（防災危機管理課・厚政課・農業振興課）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社名変更 

 

 

 

社名変更 

 

 

 

 

 

 

事務移管 

 

 

 

 

 

事務移管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務移管 

 

 

事務移管 

 

 

 

事務移管 
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現 行 修 正 案 備 考 

   第３節 生活必需品等の供給計画 

    第１項 生活必需品等の供給計画（３－９－８） 

      【市町・県（厚政課・産業労働部・物品管理課・防災危機管理課）・中国経済産業局】 

     １ 生活必需品等の調達・供給経路図 

 
 被災市町 

集積地 

 
被災市町 
拠点集積地 

 
     

 
 
 
 
 

 
 

 給与   
 

 
    

 
 
 
 
 
 
 
 

 
  給与責任者 
 

 
 

   
 
 

 ②備蓄物資   
  

 
 
 

被  災  者 
 
 
 

   給与  被災市町 ①要請  隣接市町 
 
 
 

 
 
 

広域輸送基地 

      
  給与責任者  

 
 

             

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                                   ①要請 
     給与  

被災市町 
集積地 

        
        
 
 

 
 
 
 
 

 
 
  

 
健康福祉センター 

 
 
 

 ② 

 
 
 

 
広域輸送基地 

   備蓄物資  
             ②連絡               
                

                     
             
                      
                      

 
 災害対策本部 

                        ⑤備蓄物資 
  

 
 

 
 

 
救助総務班 

・ 
物品管理課 
 

 ④要請  
日 赤 山 口 県 支 部       

 

 
 

   
               

 
 

  
隣 接 県 等       

 

              ③備蓄調達物資 
 
 
      ⑤調達物資 

 
 

  ⑤備蓄調達物資 

 ④要請   
 
   連絡協議 
 

                                        ⑦調達物資 

 
 

 
   

 
 製造・販売業者 

 ④要請  
産 業 労 働 対 策 部      

 ⑤要請 
中国経済産業局 

⑥要請 
製造・販売業者     

 
    

       

 

 

     ３ 生活必需品等の給（貸）与 

      (3) 各機関の実施内容 

       ア 市町 

        (ｱ) 市町長は、被災者に生活必需品等を給（貸）与する場合、その配分方法等について県（厚政課）と協議し、

あらかじめ定めておく。 

    (ｲ) 災害時における被災世帯に対する生活必需品等の給（貸）与は、市町長が実施する。 

        (ｳ) 被災地の市町において、給（貸）与の実施が困難な場合は、市町長は知事（厚政課・健康福祉センター）に

応援を要請する。 

   イ 県 

         県（厚政課・健康福祉センター）は、市町長から応援要請があった場合又は自ら実施することが必要と認めた

場合、直ちに災害救助部内各班及びその他の部の協力を得て、応援措置を講じるものとする。 

 

 

 

 

 第３節 生活必需品等の供給計画 

    第１項 生活必需品等の供給計画（３－９－８） 

      【市町・県（産業労働部・物品管理課・防災危機管理課）・中国経済産業局】 

     １ 生活必需品等の調達・供給経路図 

 
 被災市町 

集積地 

 
被災市町 
拠点集積地 

 
     

 
 
 
 
 

 
 

 給与   
 

 
    

 
 
 
 
 
 
 
 

 
  給与責任者 
 

 
 

   
 
 

 ②備蓄物資   
  

 
 
 

被  災  者 
 
 
 

   給与  被災市町 ①要請  隣接市町 
 
 
 

 
 
 

広域輸送基地 

      
  給与責任者  

 
 

             

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                                   ①要請 
     給与  

被災市町 
集積地 

        
        
 
 

 
 
 
 
 

 
 
  

 
 

 
 
 

 ② 

 
 
 

 
広域輸送基地 

   備蓄 
物資 

 

         
                    

                 

 
                     
             
                      
                      

 
 災害対策本部 

                        ⑤備蓄物資 

  
 
 

 
 

 
総務部本部室班 

・ 
物品管理課 
 

 ④要請  
日 赤 山 口 県 支 部       

 

 
 

   

               
 
 

  
隣 接 県 等       

 

              ③備蓄調達物資 
 
 
      ⑤調達物資 

 
 

  ⑤備蓄調達物資 

 ④要請   

 
   連絡協議 
 

                                        ⑦調達物資 
 
 

 
   

 
 製造・販売業者 

 ④要請  
産 業 労 働 対 策 部      

 ⑤要請 
中国経済産業局 

⑥要請 
製造・販売業者     

 
    

       

 

 

     ３ 生活必需品等の給（貸）与 

      (3) 各機関の実施内容 

       ア 市町 

        (ｱ) 市町長は、被災者に生活必需品等を給（貸）与する場合、その配分方法等について県（防災危機管理）と協議

し、あらかじめ定めておく。 

    (ｲ) 災害時における被災世帯に対する生活必需品等の給（貸）与は、市町長が実施する。 

        (ｳ) 被災地の市町において、給（貸）与の実施が困難な場合は、市町長は知事（防災危機管理課）に応援を要請す

る。 

   イ 県 

         県（防災危機管理課）は、市町長から応援要請があった場合又は自ら実施することが必要と認めた場合、直ちに

応援措置を講じるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務移管 

 

 

 

 

事務移管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務移管 

 

 

事務移管 

 

 

事務移管 

 

 

 

 

 

 

県民局等 



- 18 - 

 

現 行 修 正 案 備 考 

    第２項 救助法による生活必需物資の給（貸）与（３－９－10） 

     ２ 給（貸）与の方法 

      (2) 物資の確保及び購入の措置 

       ア 市町から応援要請があった場合の県の物資の購入については、緊急確保の必要性から、山口県物品規則別表第

２の調達除外物品（災害用物品）として救助総務班が行うものとする。 

       イ 物資の確保について、産業総務班が協力するものとする。 

       ウ 現地において調達可能な物資については、健康福祉センター所長及び市町長において措置するものとする。 

     ３ 物資の送達及び配分の措置 

      (1) 救助物資の送達 

       ア 原則として県本部（救助総務班・物品管理班）が実施するが、被災市町が輸送能力を有し、かつ緊急に配分を

要する事情があるときは、市町が輸送を担当することもありうるものとする。 

 

  第 11章 応急住宅計画 

   第１節 応急仮設住宅の供与 

    第２項 応急仮設住宅の供与（３－11－２） 

     ２ 応急仮設住宅に収容する被災者の条件 

      (2) 自らの資力をもってしては、住宅を確保することができない者 

       ウ 特定の資産がない未亡人、母子世帯 

エ 特定の資産がない高齢者、病弱者、障害者 

 

     ４ 応急仮設住宅の管理等 

      (2) 賃貸型応急住宅 

       ア 県（厚政課）が民間賃貸住宅の所有者と定期建物賃貸借契約を締結した上で供与する。 

イ 供与期間は原則２年以内で県が定める期間とする。 

ウ 県（厚政課）は、入居契約等転貸借に関する事務を市町に委任する。 

 

    第３項 建設型応急住宅 

     ４ 建築基準 

      (2) 構造は、１戸建、長屋建、アパート式のいずれか適当な構造とする。 

 
  第 13章 災害警備計画 

   第１節 陸上警備対策 

    第１項 警備対策（災害警備実施計画）（３－13－２） 

     ２ 警備体制の種別 

      (2) 第二次体制 

       イ 津波警報が発表され、情報等から判断して相当の被害の発生が予想されるとき 

 

    第３項 通信の確保（３－13－４） 

     ５ 映像伝送システムを掲載した巡視船艇及び航空機うを配備する。 

     

 

 

 

 

 

 

    第２項 救助法による生活必需物資の給（貸）与（３－９－10） 

     ２ 給（貸）与の方法 

      (2) 物資の確保及び購入の措置 

       ア 市町から応援要請があった場合の県の物資の購入については、緊急確保の必要性から、山口県物品規則別表第

２の調達除外物品（災害用物品）として総務部本部室班が行うものとする。 

       イ 物資の確保について、産業総務班が協力するものとする。 

       ウ 現地において調達可能な物資については、市町長において措置するものとする。 

     ３ 物資の送達及び配分の措置 

      (1) 救助物資の送達 

       ア 原則として県本部（総務部本部室班・物品管理班）が実施するが、被災市町が輸送能力を有し、かつ緊急に配分

を要する事情があるときは、市町が輸送を担当することもありうるものとする。 

 

  第 11章 応急住宅計画 

   第１節 応急仮設住宅の供与 

第２項 応急仮設住宅の供与（３－11－２） 

 ２ 応急仮設住宅に収容する被災者の条件 

      (2) 自らの資力をもってしては、住宅を確保することができない者 

       ウ 特定の資産がない一人親家庭 

エ 特定の資産がない要配慮者 

     

     ４ 応急仮設住宅の管理等 

      (2) 賃貸型応急住宅 

       ア 県（厚政課）、民間賃貸住宅の所有者及び入居者との間で定期建物賃貸借契約を締結した上で供与する。 

イ 供与期間は原則２年以内で県が定める期間とする。 

ウ 県（厚政課）は、入居契約等に関する事務を市町に委任する。 

 

    第３項 建設型応急住宅 

     ４ 建築基準 

      (2) １戸建、長屋建、共同住宅のいずれか適当な建て方とする。 

 

第 13章 災害警備計画 

   第１節 陸上警備対策 

    第１項 警備対策（災害警備実施計画）（３－13－２） 

     ２ 警備体制の種別 

      (2) 第二次体制 

イ 津波警報・注意報が発表され、情報等から判断して相当の被害の発生が予想されるとき。 

 

     第３項 通信の確保（３－13－４） 

     ５ 映像伝送システムを搭載した巡視船艇及び航空機を配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務移管 

 

表現の適正化 

 

 

事務移管 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案 備 考 

  第 17章 ライフライン施設の応急復旧計画 

   第１節 電力施設 

    第３項 県営電力施設（３－17－４） 

     １ 電力の供給 

電 力 施 設          供              給              先 

佐 波 川 発 電 所  中国電力ネットワーク㈱中山変電所に供給 

木 屋 川 発 電 所        〃        西市変電所に供給 

菅野・水越・徳山発電所        〃        徳山変電所に供給 

末 武 川 発 電 所        〃        末武変電所に供給 

本 郷 川 ・ 生 見 川 発 電 所        〃        美和変電所に供給 

新 阿 武 川 ・ 相 原 発 電 所        〃        明木変電所に供給 

小 瀬 川 発 電 所        〃        弥栄変電所に供給 

宇 部 丸 山 発 電 所        〃        阿知須変電所に供給 

 

 

     ２ 応急対策 

      (1) 情報連携体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第 18章 公共施設等の応急復旧計画 

   第１節 公共土木施設 

 第１項 実施機関、応急措置及び応急普及対策（３－18－３） 

     １ 道路・橋梁 

      (1) 火災時の応急措置 

実施機関名 応急措置 

西日本高速道路 

株式会社 

ウ パトロールカー及び情報板、看板等により、また、報道機関（ラジオ）の協力を得て適時

適切な道路情報を提供し、通行車両の安全確保に努める。 

 

 

第３節 鉄道施設 

    第１項 災害時の活動体制（３－18－11） 

     ３ 通信連絡体制 

機関名 内容 

西日本旅客       

鉄道株式会社 

(1) 災害情報及び応急措置の連絡及び指示並びに被害状況の収集等の通信連絡は、列車無線、

指令電話、鉄道電話等で行う。 

 東部発電事務所 

   0834-32-6070 

 西部利水事務所 

   083-287-1122 

 西部利水事務所 施設第二課 

（新阿武川発電管理所） 
   0838-21-0772 

厚東川工業用水道事務所 

0836-41-1100 

 第 17章 ライフライン施設の応急復旧計画 

   第１節 電力施設 

    第３項 県営電力施設（３－17－４） 

     １ 電力の供給 

電 力 施 設          供              給              先 

佐 波 川 発 電 所  中国電力ネットワーク㈱中山変電所に供給 

木 屋 川 発 電 所        〃        西市変電所に供給 

徳 山 発 電 所       〃        徳山変電所に供給 

菅 野 ・ 水 越 発 電 所        〃        錦川第一変電所に供給 

末 武 川 発 電 所        〃        末武変電所に供給 

本郷川・生見川・平瀬発電所        〃        美和変電所に供給 

新 阿 武 川 発 電 所        〃        佐々並川変電所に供給 

相 原 発 電 所        〃        明木変電所に供給 

小 瀬 川 発 電 所        〃        弥栄変電所に供給 

宇 部 丸 山 発 電 所        〃        阿知須変電所に供給 

 ２ 応急対策 

      (1) 情報連携体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 18章 公共施設等の応急復旧計画 

   第１節 公共土木施設 

第１項 実施機関、応急措置及び応急普及対策（３－18－３） 

    １ 道路・橋梁 

     (1) 火災時の応急措置 

実施機関名 応急措置 

西日本高速道路 

株式会社 

ウ パトロールカー及び情報板、看板および高速道路情報サイト「iHighway」、iHighwayの X

公式アカウント等により、また、報道機関（テレビ、ラジオ）の協力を得て適時適切な道路

情報を提供し、通行車両の安全確保に努める。 

 

第３節 鉄道施設 

    第１項 災害時の活動体制（３－18－11） 

     ３ 通信連絡体制 

機関名 内容 

西日本旅客       

鉄道株式会社 

(1) 災害情報及び応急措置の連絡及び指示並びに被害状況の収集等の通信連絡は、列車無線、

指令電話等で行う。 

 東部発電事務所 （※） 

   0834-32-6070 

 西部利水事務所 

   083-287-1122 

 西部利水事務所 施設第二課 

（新阿武川発電管理所） 
   0838-21-0772 

厚東川工業用水道事務所 

0836-41-1100 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

鉄道電話廃止

に伴う修正 

 

電気工水課 
 

 083-933-4030 

中国電力ネットワーク㈱ 

山口制御所 

中国電力ネットワーク㈱ 
山口ネットワークセンター 
運転制御第二センター 

中国電力ネットワーク㈱ 
山口ネットワークセンター 
運転制御第一センター 

電気工水課 
 

 083-933-4030 

中国電力ネットワーク㈱ 

山口制御所 

中国電力ネットワーク㈱ 
山口ネットワークセンター 
運転制御第二センター 

中国電力ネットワーク㈱ 
山口ネットワークセンター 
運転制御第一センター 

※生見川発電所については、中国電力ネットワーク㈱広島制御所 
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現 行 修 正 案 備 考 

第４編 復旧・復興計画 
 第１章 復旧・復興活動計画 

  第１節 県の活動体制 

   第１項 被害復旧対策本部の設置（４－１－２） 

    ２ 県本部の組織 

                        （対策部）     （対応組織） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４編 復旧・復興計画 
第１章 復旧・復興活動計画 

 第１節 県の活動体制 

第１項 被害復旧対策本部の設置（４－１－２） 

    ２ 県本部の組織 

                        （対策部）     （対応組織） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 務 部 総 務 部 

総 合 企 画 部 総 合 企 画 部 

東 京 連 絡 部 東 京 事 務 所 

環 境 生 活 対 策 部 

 

環 境 生 活 部 

 災 害 救 助 部 

 

健 康 福 祉 部 

 産 業 労 働 対 策 部 

 

産 業 労 働 部 

 観 光 ス ポ ー ツ 文 化 対 策 部 

 

観光スポーツ文化部 

 農 林 水 産 対 策 部 

 

農 林 水 産 部 

 土 木 建 築 対 策 部 

 

土 木 建 築 部 

 経 理 部 

 

会 計 管 理 局 

 企 業 対 策 部 

 

企 業 局 

 文 教 対 策 部 

 

教 育 庁 

 公 安 部 

 

警 察 本 部 

 

本 部 長 知 事 

副 本 部 長 副 知 事 

本

部

員 

総 務 部 長 

総 務 部 理 事 ( 危 機 管 理 担 当 ) 

総 合 企 画 部 長 

東 京 事 務 所 長 

環 境 生 活 部 長 

健 康 福 祉 部 長 

産 業 労 働 部 長 

観 光 ス ポ ー ツ 文 化 部 長 

農 林 水 産 部 長 

土 木 建 築 部 長 

会 計 管 理 局 長 

公 営 企 業 管 理 者 

企 業 局 長 

副 教 育 長 

警 察 本 部 長 

本 部 員 会 議 

総 務 部 総 務 部 

総 合 企 画 部 総 合 企 画 部 

東 京 連 絡 部 東 京 事 務 所 

環 境 生 活 対 策 部 

 

環 境 生 活 部 

 災 害 救 助 部 

 

健 康 福 祉 部 

 産 業 労 働 対 策 部 

 

産 業 労 働 部 

 観 光 ス ポ ー ツ 文 化 対 策 部 

 

観光スポーツ文化部 

 農 林 水 産 対 策 部 

 

農 林 水 産 部 

 土 木 建 築 対 策 部 

 

土 木 建 築 部 

 経 理 部 

 

会 計 管 理 局 

 企 業 対 策 部 

 

企 業 局 

 文 教 対 策 部 

 

教 育 庁 

 公 安 部 

 

警 察 本 部 

 

本 部 長 知 事 

副 本 部 長 副 知 事 

本

部

員 

総 務 部 長 

総 務 部 理 事 ( 危 機 管 理 担 当 ) 

総 合 企 画 部 長 

東 京 事 務 所 長 

環 境 生 活 部 長 

健 康 福 祉 部 長 

産 業 労 働 部 長 

観 光 ス ポ ー ツ 文 化 部 長 

農 林 水 産 部 長 

土 木 建 築 部 長 

会 計 管 理 局 長 

公 営 企 業 管 理 者 

企 業 局 長 

教 育 長 

副 教 育 長 

警 察 本 部 長 

本 部 員 会 議 
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現 行 修 正 案 備 考 

  第４項 班の編成及び所掌事務（４－１－７） 

部 班 担当課 部の所掌事務 地方機関 

農林水産 

対策部 

農業振興 農 業 振 興

課 

９  農林水産事務所等との連絡等に関すること。 

10  農作物関係の被害状況調査にかんすること。 

11  種子、種苗の確保供給に関すること。 

12 病害虫防除所との連絡等に関すること。 

13 復旧・復興対策に必要な農業生産資材の確保に関

すること。 

14  技術対策等の指導に関すること。 

農林水産事務所 

下関農林事務所 

（農業部） 

農林総合技術 

センター 

（農業技術部） 

（病害虫防除所） 

（略） 

林    務 

 

 

 

 

 

森 林 企 画

課 

森 林 整 備

課 

 

 

21  農林水産事務所等との連絡調整に関すること。 

22  応急仮設住宅用木材並びに一般住宅復旧に必要な

木材の確保に関すること。 

23  治山・林道施設等の被害状況の調査、復旧・復興

対策及び二次災害の防止に関すること。 

24  貯木災害の対策に関すること。 

 

 

農林水産事務所 

下関農林事務所（森

林部） 

水    産 

 

 

 

水 産 振 興

課 

 

 

25  水産関係施設等の被害状況の取りまとめ及び応急

復旧対策に関すること。 

26  災害対策用船舶（取締船・調査船・漁船）の確保

及び確保のあっせんに関すること。 

農林水産事務所 

下関農林事務所 

下関水産振興局 

漁港漁村 漁港漁場 

 整備課 

27  漁港関係施設の被害状況調査及び復旧・復興対策

に関すること。 

28  救援物資の荷揚げ場所としての漁港施設の確保あ

っせんに関すること。 

29  市町の漁港関係施設の復旧・復興対策への支援に

関すること。 

30 （新設） 

農林水産事務所 

下関水産振興局 

（略） 

土木建築 

対策部 

砂防 砂防課 ５  公共土木施設（国土交通省水管理・国土保全局所

管）の復旧に関すること。 

６  砂防設備、地すべり防止施設及び急傾斜地崩壊防

止施設の被害状況調査及び応急復旧に関すること。 

 

 

（略） 

都市 

施設対策 

 

 

 

 

 

都 市 計 画

課 

 

 

 

 

 

 

13  市街地内の緊急路の確保に関すること。 

14  避難地、避難施設となった都市公園施設の安全対

策に関すること。 

15 都市公園、公共下水道等の都市施設に係る被害調

査の取りまとめ及び復旧・復興対策に関すること。 

16 流域下水道の被害調査及び復旧・復興対策に関す

ること。 

17  被災地の市街地復興計画の策定に関すること。 

 

住宅 

 

住宅課 

 

18  被災者への公営住宅等の提供及び必要な措置に関

すること。 

19  応急仮設住宅の建設に関すること。 

20  被災者が行う住宅建設、修理等のための災害復

 

  第４項 班の編成及び所掌事務（４－１－７） 

部 班 担当課 部の所掌事務 地方機関 

農林水産 

対策部 

農業振興 農 業 振 興

課 

９  農林水産事務所等との連絡等に関すること。 

10  農作物関係の被害状況調査にかんすること。 

11  種子、種苗の確保供給に関すること。 

12 病害虫防除所との連絡等に関すること。 

13 復旧・復興対策に必要な農業生産資材の確保に関

すること。 

14  技術対策等の指導に関すること。 

農林水産事務所 

下関農林事務所 

（農業部） 

農林総合技術 

センター 

（農林業技術部） 

（病害虫防除所） 

（略） 

林    務 

 

 

 

 

 

森 林 企 画

課 

森 林 整 備

課 

 

 

21  農林水産事務所等との連絡調整に関すること。 

22  応急仮設住宅用木材並びに一般住宅復旧に必要な

木材の確保に関すること。 

23  治山・林道施設等の被害状況の調査、復旧・復興

対策及び二次災害の防止に関すること。 

24  貯木災害の対策に関すること。 

25 盛土等に伴う防災に関すること（特定盛土等規

制区域） 

農林水産事務所 

下関農林事務所（森

林部） 

水    産 

 

 

 

水 産 振 興

課 

 

 

26  水産関係施設等の被害状況の取りまとめ及び応急

復旧対策に関すること。 

27  災害対策用船舶（取締船・調査船・漁船）の確保

及び確保のあっせんに関すること。 

農林水産事務所 

下関農林事務所 

下関水産振興局 

漁港漁村 漁港漁場 

 整備課 

28  漁港関係施設及び水産庁所管の海岸の被害状況調

査及び復旧・復興対策に関すること。 

29  救援物資の荷揚げ場所としての漁港施設の確保あ

っせんに関すること。 

30  市町の漁港関係施設及び水産庁所管の海岸の復

旧・復興対策への支援に関すること。 

 

農林水産事務所 

下関水産振興局 

（略） 

土木建築 

対策部 

砂防 砂防課 ５  公共土木施設（国土交通省関係）の被害状況及び

土砂災害による被害状況の取りまとめに関すること。 

６  砂防設備、地すべり防止施設及び急傾斜地崩壊防

止施設並びに土砂災害の被害状況調査及び応急復旧

並びに二次災害の防止に関すること。 

 

（略） 

都市 

施設対策 

 

 

 

 

 

都 市 計 画

課 

 

 

 

 

 

 

13 避難地、避難施設となった都市公園施設の安全対

策に関すること。 

14 都市公園、公共下水道等の都市施設に係る被害調

査の取りまとめ及び復旧・復興対策に関すること。 

15 流域下水道の被害調査及び復旧・復興対策に関す

ること。 

16  被災地の市街地復興計画の策定に関すること。 

 

住宅 

 

住宅課 

 

17  被災者への公営住宅等の提供及び必要な措置に関

すること。 

18  応急仮設住宅の建設に関すること。 

19  被災者が行う住宅建設、修理等のための災害復

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

宅地造成及び

特定盛土等規

制法の施行に

伴う修正 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

山口県業務継

続計画との整

合性を図る 

 

 

 

山口県業務継

続計画との整

合性を図る 
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現 行 修 正 案 備 考 

興住宅融資に関すること。 

21  公営住宅の被害状況調査及び復旧・復興対策に

関すること。 

 

 

 

 

 

第２章 被災者の生活再建計画 

第１節 被災者の生活確保 

 第１項 生活相談（４－２－３） 

機関名 措置事項 

市 町 １  市町は、被災者のための相談所を庁舎、支所、避難所等に設置し、苦情又は要望 事項等を聴取 

し、その解決を図る。 

２  解決困難なものについては、その内容を関係機関に連絡するなどして速やかな対応を講じるもの 

とする。 

３  県、関係防災機関と連携を密にし、相談内容の対応への充実に努める。 

４ （新設） 

 

 第５項 住宅の建設（４－２－５） 

  ４ 住宅資金の確保 

   (1) 独立行政法人住宅金融支援機構の災害関連融資のあっせん 

    イ 災害予防関連融資 

     (ｲ) 宅地防災工事資金融資 

宅地造成等規制法第１６条第２項、第１７条第１項、第２項、第２１条第２項、第２２条第１項、第２ 

項、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第９条第３項、第１０条第１項、第２項又は建築基準法 

第１０条第１項、第３項による勧告又は命令を受けた者が、当該勧告又は命令に係る擁壁、排水施設の設 

置、のり面保護等の防災工事を行うときに貸付けられる。 

   

  第６項 生活資金の確保（４－２－６） 

   ３ 県市町中小企業勤労者小口資金 

    (3) 利率 年１．５８％（保証料別途） 

 

第５章 金融計画（４－５－２） 

 ４ 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

  (3) 被災地の手形交換所において被災関係手形につき、呈示期間経過後の交換持出を認めるほか、不渡処分の猶予等の 

特別措置をとること。 

 

 

 

 

 

 

興住宅融資に関すること。 

20  公営住宅の被害状況調査及び復旧・復興対策に

関すること。 

21 （削除） 

 
 
 
 
 第２章 被災者の生活再建計画 

第１節 被災者の生活確保 

 第１項 生活相談（４－２－３） 

機関名 措置事項 

市 町 １  市町は、被災者のための相談所を庁舎、支所、避難所等に設置し、苦情又は要望 事項等を聴取 

し、その解決を図る。 

２  解決困難なものについては、その内容を関係機関に連絡するなどして速やかな対応を講じるもの 

とする。 

３  県、関係防災機関と連携を密にし、相談内容の対応への充実に努める。 

４ 災害ケースマネジメントの実施に努める。 

 

 第５項 住宅の建設（４－２－５） 

  ４ 住宅資金の確保 

   (1) 独立行政法人住宅金融支援機構の災害関連融資のあっせん 

    イ 災害予防関連融資 

     (ｲ) 宅地防災工事資金融資 

宅地造成及び特定盛土等規制法第２２条第２項、第２３条第１項、第２項、第４１条第２項、第４２条第１ 

項、第２項、第４６条第２項、第４７条第１項、第２項、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第９条 

第３項、第１０条第１項、第２項又は建築基準法第１０条第１項、第３項による勧告又は命令を受けた者が、当 

該勧告又は命令に係る擁壁、排水施設の設置、のり面保護等の防災工事を行うときに貸付けられる。 

 

  第６項 生活資金の確保（４－２－６） 

   ３ 県市町中小企業勤労者小口資金 

    (3) 利率 年１．２４％（保証料別途） 

 

第５章 金融計画（４－５－２） 

 ４ 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

  (3) 電子交換所において被災関係手形につき、呈示期間経過後の交換持出を認めるほか、不渡処分の猶予等の特別措置を 

とること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央防災会議

防災基本計画

の修正 

 

 

 

 

 

宅地造成及び

特定盛土等規

制法の施行に

伴う修正 

 

 

 

 

利率変更 

 

 

 

表現の適正化 

 

 


